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学 校 社 会 事 業 に 関 す る 一 考 察
村 上 尚 三 ・郎
1学 校社会事業の必要性
多 くの 問題 を内包 しな が ら進 め られ てLaる 今 日 の学 校 教 育 社 会 福 祉 の た ちお くれ の なか
の教 育 そ れ は現 在 の学 校 教 育 シ ス テ ムで は ど うに も解 決 の つ か ない 閥題 に逢 着 してい る と
い え よ う。 そ して この 問題 は,経 済 の 高 度 成 長 → 社 会 福 祉 の た ちお くれ一 → 学 校 教 育 を め ぐ
る諸 問 題 の発 生 とい う関 連 的 な と らえ か た をす る こ とに よ って よ り明 らか に浮 きぼ りに され
る。
現 代 の子 ど もた ちは 一 つ の環 境 的危 機 に さ ら され て い る ので あ る。
○ 子 ど もた ちの 健全 な遊 び場 は決 定 的 不 足 を きた し,多 くの 危 険 か ら彼 らを守 ら な くて はL>
け ない こ と。
○ 騒 音,大 気 汚 染 な どに よ る学 校公 害 が 急 激 にふ え,子 ど もた ちに 情 緒 障 害 を与 えて い る こ
と。
○ 交 通 事 情 の悪 化 はい っ ぽ うで子 ど も の登 下 校 時 に お け る安 全 性 をお び や か してい る こ と。
○ 共 か せ ぎ家 庭 が ふ え,そ の か げ に か ぎ っ子 問題 が 生 じて きた こ と。
○ 青 少 年 非 行 の増 加 とそ の低 年 令 化 が 目だ っ て き てい る こ と。
ま た,教 師 のL>わ ゆ る 「教 職 の専 門 性 」 確 立 もい ろい ろ な悪 条 件 に よっ て 阻 ま れ てい るの で
あ る。
○ 学 級 規模 は 極 めて 低 位 にお か れ てい る こ と。
○ 過 重 な 労働 条 件 下 に あ って 質 の高 い 学 習 指 導 の た め の研 究 時 間 が もて ない こ と。
○ 教 育 条 件 と して の施 設,教 材教 具 等 の低 下 や不 足 の実 態 で は 教 育 効 果 は思 う よ う に上 が ら
ない こ と。
「教科指導,学 級経営,カ ウンセラー,ブ ラスバン ドの4?を 毎 日理想 的にやっていけるはず が な い 。
能力の 限界 を越 えてい る。 カウンセラーだけみて も,専 任でや るべ き仕事 量である。」 〔31才・男〕「現在の
授業時間数26,H・R,道 徳 を入れて28時 聞,こ れで じゆう分な教材研究や生徒指導がで きるであろ うか。 そ
こで,教 材研究はいつ も家庭で しなければな らない。」〔27才・男〕,「1学 級 の児童数 をせめて35名 ぐらい,
授業時数 を20時 間程度にして もらいたい。 そ うすれ ば児童のひ とりひ とりを もっと生かせると思い ます」。
〔26才 ・女〕,「当然役所がす るべ き事務 を教 師におしつけてい る。事務員 を もっ とふやすべ きだ。」〔29才 ・
男〕(註1)
子 ど もの福 祉 を願 う学 校 教 育 の あ りか た か らす る と,す べ て の 子 ど もが 早 くか ら学 校 に入 り
10代 の 終 わ りま で ひ き続 き学 校 を続 け るの だ か ら,学 校 は子 ど もの不 幸,不 適 応 社 会,経 済 上
の,情 緒 的 な り・… … ど ん な徴 候 で も早 め に発 見 す るた め にユ ニ ー クな立 場 に あ る(註2)。
と こ ろが 現 実 の学 校 は上 に指 摘 した と お りの よ うな基 本 的考 え か た を推 進 す るの に 必 要 に し
て じゆ う分 な 能 力 を もち あわ せ て い る と は思 え なL>の で あ る。 こ こに教 育 の今 日的危 機 が 「好
ま しか らぬ 現 象 」 と して 存 在 す る。
現 在,学 校 は,学 校 給 食,交 通 安全 対 策,青 少 年 非 行 化 対 策 な ど,授 業 活 動 以 外 に さ ま ざ ま
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な活動や事業を引受けておりしかもそれに必要な要員 も配置 されない ままに・教師がそれらの
すべてを処理 しなければならなくなってい る。そのため教師の負担量はきわめて過重で・本来
の教育業務にも専念できない し,教 育の現代化に対応すべき研修 ・研究の時聞 もほとんど見出
しえないのが現状である。諸外国の場合にくらべて も,わ が国の学校における事務職員や福祉
関係要員の配置はいかにも少なすぎる。今後学校における福祉関係の活動や業務はますます拡
大 されるであろうし,カ ウンセリングなどの新 い)分 野 も充実 されなければならない・この意
味で学校における教育福祉の方策を確立す ると同時に,そ のために必要な要員の確 保 を は か
り,教 師が本来の業務に専念できるような組織 と体制を確立す ることは学校経営上の急務だと
いわなけれぼならない。(註3)
われわれは,こ こでみてきたように,「 社会福祉のたちおくれのなかの教育」が もたらした
「教育の欠損的現象」をあらためて認識 し,「 子どもの福祉を進める教育」の実現を国民的な
願い としてもつと同時に,学 校社会事業こそこの教育の重要なにない手であり,「 学校教育 を
本来的なものにするための支援的活動」をす るものであることの真意 を理解したいと思 うので
ある。
皿 学校社会事業の発達 とその概念
およそ社会事業 とい うものは,そ の国々の政治的,経 済的,社 会的ななりたちの相違によっ
ておのずか らその特色がみられるというものであろう。わが国の場合で も,社 会福祉全般の後
進性 をはっきりと認めたうえで日本的なるものの確立 を目ざして研究を進めてv>か なければな
らない ように思 う。学校社会事業 も同様であって 「わが国に学校社会事業は適応 しない」か ら
とい って拒否的立場をとるこどなく 「わが国の学校社会事業」として定着させ るための基礎固
めを進めたい ものである。また,学 校教育 をとりまく客観情勢 もその必要を認める時期にきて
v>る ことは既 に指摘 したとお りである。そうした意味で,こ こでは先進国であるアメリカの学
校社会事業の発達を,上 田教授 「学校社会事業研究序説」を手がか りに概観す ることによって
わが国の学校社会事業の本質的なありかたをさぐりだす緒口にしたい と考えてい る。
日本社会事業研究所1958年 の 「社会事業用語辞典」の解説によると
「学校社会事業が最 も早 く発達 したのはアメリカで,1606～7年,ボ ス トン,ニ ューヨー ク
などで,学 校と社会が協力して訪問教師(visitingteacher)の 制度 をたてた。主 としてケース
・ワークの方法により子 どもの学校への適応 を個人的に助けてい る。」 とある。 即 ち,訪 問教
師の制度化によって学校社会事業の創始としてい る。
いったL>,学 校社会事業が抬頭 してきたその歴史的背景は何であったのだろうか。
本来,教 育はほぼ19世紀後半までは一部の有産者,特 権階級の子弟の占有物とな っ てい た
が,次 第に貧児学校,労 働者子弟の学校の誕生 を見,や がてヨーロッパの各国,ア メリカや日
本において義務教育制度が普及 してL>っ た。義務教育の実施は,児 童の全般的な人格の形成に
大 きな役割 りを果たすことになったがその過渡的形態であった貧困児教育の普及時代から児童
福祉事業は学校教育とも密接な関連を結ぶ ようになった。20世 紀初頭に生まれたアメリカの学
校社会事業,イ ギ リスの学校福祉委員会制度などはその典型である。(註4)'っ まり,学 校社
会事業は,児 童福祉事業のr展 開 として発生 した ものとみてよL>の である。
こうして学校社会事業は,子 どもたちの学校適応のより客観的,本 質的な面の重要事 として
今世紀初頭にはじまり,初 期においては子 どもたちの家族背景につL>て の資料 を得 ることを重
要視 した。また,す べての子 どものために義務教育をとり入れることから・ しっか りした計画
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の必 要 を認 め,子 ど もた ちが もつ知 的能 力,職 業 上 の 関心,教 養 の 背景,成 熟 の程 度 に よ る広
い 範 囲 に わ た っ て計 画 を適 合 させ る用 意 が な さ れ てい な け れ ば な らない と され,学 校 の もつ こ
の 多 様 性 は,も し個 々の子 ど もが 適 切 に扱 わ れ るな らぼ,個 性 化 した学 習 を生 じさ せ る と した
の で あ る。 そ して この期 にお い て 学 校 社 会 事 業 家 と呼 ぼ れ た先 駆 者 の よ うな 「訪 問教 師 」 が早
くか ら関係 してL>た の で あ る。(註5)
と こ ろが 「学 校 社 会 事 業 家 は,本 来 的 に ケー ス ・ワー カー なの で あ る」 とい う見 地 に立 つ な
らば ア メ リ カに お け る学 校 社 会 事 業 の歴 史 は1914年 に始 ま っ た とみ て よい 。 こ の年 ニュ ー ヨ ー
ク州 ロチ ェス タ ー市 は公 費 を もっ て学 校 社 表1公 立学校児童 ・生徒一人あた りの
会 事 業 家 を雇 用,公 立 学 校 に配 属 した の で 公教育費支 出
あ る。 元 来 ニユ ー ヨー ク州 は公 立 学 校 の児
童生 徒一 人 あた り義 務 教 育 費 公 費 負 担 に お
い て全 米 第1位 の実 績 を あげ た ほ どの 高 い
教 育 関 心 を示 し,ま た教 育 の 実 効 を あげ る
た め の小 規 模 学 級 編 成 基 準 を う ち出 してL>
る。(表1,2)そ して,こ の編 成 基 準 ど お
りに完 全 実 施 してL>る のが ロチ ェス タ ー市
で あ る。
ア メリカ合衆国 ニュー ヨー ク州西部 の 都 市,
エ リー運河に そいオ ンダリオ湖南岸に位 置 す る
ので貨物輸送の中心地 となってお り,特 に 石 炭
の積 み出し港 として有名。 また豊富 な水力 に よ
って工業が発展 したが,特 に カメ ラ製造 ・写 真
工業が さかんで,世 界一 の規模 の工場 を もつ イ
ー ス トマン=コ ダ ック社が ある。 その他光 学 機
械,寒 暖計 の製造 ・製靴 ・衣料 品製 造 ・製 粉 ・
食 品加工 など。 ロチ ェス ター大学 ・イー ス ト マ
ン音楽 院が ある。人口31.8万=1960年=(註6)
社 会 的 に も経 済 的 に もi整備 さ れ た環 境 条
件 下 の学 校 教 育 に あ って は じ めて 学 校 社 会
事 業 も有 機 的 な活 動 をな し得 る とい う証 左
が 同 市 にお い て み られ るの で あ る。表3,
4を とお して 「学 校 社 会 サ ー ヴ イス」 の事
例 は 明 らか で あ ろ う。
学 校 社 会 事 業 家 は もち ろ ん単 独 で は そ の
機 能 を果 た し得 る もの で は ない 。 つ ね に学
級 担 任 教 師 と,他 の学 校 職 員 と の チ ー ム ・
ワー クの なか で,そ の特 殊 の ケ ー ス ・ワー
クの 技術 を用 い,と りわ け 重 症 問題 児 の治
療 に あ た って は,精 神 健 康 相 談 所 に常 駐 す
州 支 出 額 順 位
ニ ー ・ 一 列 535ド 唄 ・
ア ラ ス カ 520 2
ニ ー ・ジ ・一 ジー 463 3
カ リ フ ォ ル ニ ヤ 390 9
ア ラ バ 訓 ・641最 低
1958～59学 校 年 度
※ 同 年 躰 は ニ ー ・一 ・州 の110
表2ニ ュ ー ヨ ー ク州 ク ラス規 模
(教 育 庁 勧 告 に よ る)
年 令 人 数
4才 児(幼 稚 園) 15名






表3東 高 校 の 例
校 長
副 校 長
ア ドバ イ ザ ー
出 席 指 導 係
心理学者
(非常勤)
難 読 ・難 聴







カ ウ ン セ'ラ ー6名
特 殊;教 育 係5
(学業不振 児対象)
学 校 食 堂 係1
(学校食堂 の監督)
職 業 教 育 係4
計 9 計 16
る精 神 医 学 者 の 診 断 ・助 言 ・指 導 を受 けつ つ 行 動 す る と ころ の ケ ー ス ・ワー カー,フ ィー ル ド
・ワー カー で あ る。
精 神 医学 者,心 理 学 者 は 通 常 「博 士 」,学 校 社会 事 業 家 は 「修 士 」 の 高 学歴 を も ち,こ れ ら





高さ,熱 意,豊 かな財政が起因してい るこ
とを見のがせない。 こうしてロチェスター
市が伝統的にアメリカ学校社会事業の発達





























童福祉全般の改善と向上 を期した 「児童 ・青少年白亜館会議」の活動と成果に注 目しなければ
ならなL>。 この会議は既に知られてい るとお りアメリカ大統領によって10年 ごとに招集 され,
青少年問題に関する全米的なものである。当初,貧 困児童,特 殊児童の福祉が主題 と され た
が,後 にはすべての青少年の健康,教 育に関す る原則 を確立するようになった。
アメリカにおける児童福祉向上のための課題 とは何か,そ してその課題とどうとりくむべき
かとL>った一連の方策は全米世論 を代表するものであり,叡 知の結集とでもL>え る。
いまここに過去6回 の会議概要を示すと次表の如 くである。
これらのうち学校社会事業 とい う観点から第5回 会議の報告書に注 目しよう。
同報告書は,「 学校の果たす役割」につL>て,「 学校は確かに人格形成に非常に重大な影響
をもつものであるから,現 代社会においてこれらの段階は良い学校経験 を通 じてのみよく達 し
得 る」 とし,「 もし学校の主なる機能が,他 の施設あそれと比してくっきりと,児 童の世界 を
理解させ,こ れを創造的にしっかりつかませることであるならば学校は健康な人格 の発 育 に
は,都 合のよい立場にあるのみならず不可欠の役割 をもつ ものである。」 と規定 してL>る。
つぎに教科目につL>て は,こ れまでの伝統的な教授過程に人間行動の力学に関する研究分野
が入ってきたことをとおして,新 しい教育への変容を認め,さ らには,教 師 と児童 ・生徒,学
級集団内相互の人聞関係の問題についそもふれ,児 童 ・生徒の好ましい欲求に応えるためには
現実における教師の指導に限界性のあることを指摘 してい る。
さらにまた ド学校 と家庭の関係」のなかで,「 じゆう分教育 された教師ならば,あ る程度児
童の発育や人間関係についての専門知識をもってL>る 筈である。もっとも,か かる教師は両親
の相談に応 じて同種の援助ができるように,訓 練された他の専門家達の協力を求めることもあ
り得 る。 ただ,こ れまでの経験では良い教師が必ず しも家庭(両 親)教 育が上手なわけではな
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・ア イ ゼ'ン ハ ワ ー
激 変す る社会 ・
経済情勢下 にお






成 果 関 連
・児童に対する家庭生活 の必要
性の強調。
。児童は緊急 やむを得 ない理 由
に よるほか は家庭 を奪 われ る
べ きではない とい う原則の確
立。
1911・ 母子 扶 助 法 の 制定
(1935.社 会 保 障 法 に お け
る要 扶 養 児 童扶 助制 度 の
採 択)
1912・ 児 童 局 誕 生
1915・ ア メ リカ児 童福 祉 連 盟


















1926・ 婦 人 年 少労 働 保 護 法,各
州 で成 立。
1930・ 児 童 年金 制47州 に設 置
1935・ 社 会保 障 法 。
1943・ 青少年福祉組織
1946・ 国連 国際児童救済基金
。社会福祉事業の専 門化 ,両 親
教育,学 校教育,児 童福祉施
設 の向上,職 業指導,保 健 サ
ー ビス,住 宅問題,公 的 扶
助,社 会保険等 に関す る決議
・児童 に対す る誓約の採択
。決議 な らびに勧告の実現に,










く,こ の種の仕事にはある特殊 の訓練が必要であることが見出された。」として,「学校 と家庭
の円滑的な関係」 を成立させるためには,'そ れ相応の専門的な職能の存在と活動の必要性を指
摘 している。
このようにみてくると,学 校社会事業が 「子どもの福祉 を進める教育の重要な に な い 手」





即ち,同 教授によれば,「 学校に備えつけてある通常の施設や器具 をすべての学童 ・生徒が使
い こなせるとは限らない し,標 準化なL>し は規格化 されたカリキユラムをすべての孑どもに適
用 させ得 るともいえない。難聴児には補聴器が,肢 体不 自由児 には特別の机が必要なように,





力発揮の機会が保障されるものであることを,社 会事業家は もちろんのこと,父 兄や一般市民
がじゆう分に理解することが必要である。すでに若干の学校では全体の児童の教育 とい う立場
から,こ の特殊のサーヴイスを実施 しつつある。 これらの学校では各方面の専門家をスタッフ
に加えて学校制度を組み立ててL>る。即ち,身 体障害児やちえお くれの子どもなどで,特 別の
専門家の援助がなくては正規のカリキユラムを学習することができなU>子 どもたちのために,
難読 ・難聴治療指導員や,心 理学者,精 神医学者や生活指導員や,物 理療法士や,整 形外科医
や看護婦などを配置 してL>る のであるが,こ れら種々の専門家のなかにあって,し か もそのか
なめの役割をになってL>る のが学校社会事業家である………。」。
同教授のこの見解 を基調 としてこれまでの論述を整理集約すると,
「学校社会事業 とは,学 校適応を前提としたすべての子どもの,心 とからだの健全な保持 ・
促進のために,子 どもならびに子どもの環境の中でおこる,社 会的 ・経済的および情緒的 ・身
体的諸問題をそれぞれ専門的な立場から計画的,組 織的に解決する手だてを講ずることによっ
て,教 育条件のよりよい整備充実をはかろうとす る積極的な援助活動である。」 とL>う概念規
定 をして,こ の機能が もつところの対象の広域性,方 法の専門性を重視 したU>。 この機能には
基本的な留意事項 として,
1.学 校社会事業 を成立させるためには,国 ならびに地方自治体の,児 童福祉お よび教育に
対する関心度,財 政の規模等を基本条件 とする。
2.学 校社会事業は,学 校教育を側面的に支援 し,教 師の 「教職の専門性の確立」効率の高
V)指導の実現に資する。
3.そ のため学校教育は,高 度の専門的な教育 と訓練を受けた学校社会事業家の援助 を必要
とする。
4.学 校社会事業家は教師集団のメンバーには入 らなL>。彼は本質的にケース ・ワーカであ
る。
などがあげられよう。
皿 学校社会事業 に関す る調査 と分析
この調 査 は,県 教 育 行 政 の現 実 や地 域 タ イ プ別 小 学 校 にお け る学 校経 営 の なか か ら,学 校 社
会 事 業 に 関 す る諸 事 項(県 教委,学 校社会事業予算 ・特殊学級設置状況 ・長欠や非行等の欠損状態 ・児
童 の安全環境問題 ・学校給食 ・学校保健等。小学校,児 童 ・職 員状況 ・予算諸経費 ・児 童の部分 的欠損状況
学校社会事業に関する一考察 鶯
゜校区内遊 園地施設 ・校内事 故 ・保健 ・給食 ・PTA・ 地域社会福 祉協議会等
.)を 抽 出 して行 な った も
の で あ る。 対 象 は,中 四国 ・九 州16県 教 委,同 管 内61小 学 校(1県 を ア,県 庁所在地中心校,イ,
人口5万 程度の鉄道沿線小都市校。 ウ,山 間 僻地校。エ,離 島振興法 の適用 を受けている離 島辺地校の4タ
イ プに類別抽 出)。 こ の うち11県 教 委(回 答率69%) ,27小 学 校(46%)の 回答 を得 た 。 実 施 時期,
県 教 委 昭和42年6月,小 学 校 同7月 。 調 査 の ね らい は,わ が 国 の 学 校社 会 事 業 の基 本 的 な構 想
を確 立 す るた め の基 礎 資 料 を得 る こ とに あ った。
1.県 教 委 対 象
a.特 殊 教 育 学 級 の現 実 に は 地 域 差 が み られ 9ま た必 ず し も 「計 画 的 な実 態 把 握 」 を行 な っ
てい る とはL>え な い 。
表6特 殊教育学級の実態(昭42.3月 末現在)





































































宮 崎 ・・5138・212 .71
※ 空 らんは無答
特殊教育の雛 は・今日の教育界に減 ナる緊急課躑 ・なってい るが,こ の教育力・どのよ
うな現状におかれてい るかとい うことを表6か ら明らかに してみよう
。入級率 は 小 学 校
0.7%,中 学校1.2%の 差異がみられる。また,要 入級率において小学校2.1%,中 学校2.3%
の差異がみられるのは問題である.そ して,「 なお入級 を要する児童 ・生 徒 数」が 現 在
「入級児童 ・生徒数」の約3～9倍L>る とい うこの事実に眼を向けなけれぼならない
。 こ
のことは,受 け入れ態勢の基本条件 の欠如=施 設,特 殊教育担当教師の不足等=を 物語 る
以外の何 ものでもない・それに もまして,現 在の 「入級児童 ・生徒数」,厂なお入級 を要す
る児童 ・生徒数」 を把握 してL>な い県があるが,こ れでは実態に即 した計画的な特殊教育
の推進は困難であるというのほかはない。なお,特 殊学級入級該当児童 ・生徒 の 実 現 率
〔(A+E)÷B〕 にあって も2%程 度の差異がみ られることは,算 定騨 ・教育現場か らの報
129403
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表7特 殊教育学級 の実態(昭42.3月 末i現在)



























































o.s 32 923 3.5112843.6
島 測 5535392810.1 6114514.2
岡 山i・ ・2218745611.3i 12423015.4
広 島1・ ・381・ ・4758 1.0 1621303015.3137003.2
山Q 5771913880.6 582335 2.550575.5
香Jff 454511660.9 5012743.9200013.9
徳 島 44250733 o.s 37135112.7
長 崎1 116775 85129572.8[
熊 司 54211269800.4 481311411.51485513.8
大 到 308806820.4 4120672.0 }
宮 崎1 76781 5319942.61
※ 空 らんは無答
表8各 県の長欠児童生徒 対策(昭37～41年 度)
県 対 策 の 概 要
鳥 取
・小申学校PTAを とおして保護者の啓 蒙。
・担任教師の家庭訪 問 と生活指導の強 化。
o市 町村児童委員の活動強化。
広 島1・ 広島市においては校外講 主事(28名)を おいて長覿 塑 策 を行 な2て ・・る・
山 口
。青少年問題協議会が実態調査。
。生徒 指導主事の配置(行 政機 関へ)。
。産炭 地,同 和地区中学校へ の生徒指導主事配置。
Q研 究 会 ・講 習会の実施,功 労者 ・団体表彰。
香 川 。疾病 等やむをえない者の長欠 は,県 市町村その他団体が協力 して解消に努力。
徳 島i・ 嫐 委 ・学校 と跏 して鞘 ・努力・
長 崎
熊 本




大 到 ・鱒 主管課が中心となって学囎 理や璧 竺 の生活鱒 を実施・
宮 崎i・ 各蘭 黴 委で対策鹸 討・
学校社会事業に関するり考察 ゲ8
告,判 別テス ト等による実態把握等に軽視できない問題性が,教 育行政 プランと教育現場
の間に介在 してい るように思えてならなLa。
b.長 欠児童 ・生徒はその対策の実施と相まって年々減少 してい るが,一 部 に 广学 校 ぎ ち
い」(学校恐怖症〉とい う病理現象があらわれて きた。
表8が 示すようにあらゆるかたちの対策が講 じられてきてい る。父兄の啓蒙 は も と よ
り,家 庭との連絡を密にし,専 任指導主事の配置(主 として中学校),地 域児童福祉関係者
による活動等多様である。 ところが,こ うした努力にもかかわらず最近学校 ぎらいの子ど
もの出現が,教 育界の病理現象 としてみられるようになってきた。


















註,中 学 校 で は797名 中,240名(30.1%)
が 「学 校 ぎ ら い」
24名(3,4) 学校 ぎ らい
図1ほ その一例であるが,こ こに教育の欠損的現象 をまざまざとみせつけられるととも
に,こ の要因把握ならびに 「環境の浄化」のための努力の必要 を痛感する。
c.生 活指導専任指導主事は,中 学校に重点をおL>て 配置 され,小 学校にはほとんど及んで
Laない。広 く教育現場に配置されることを望む声 も強L>。
多 くの県は39年度 より配置しているが中学校における生徒指導が主眼どならていて教育
現場への配置は研究指定校等一部に限られてお り,担 当者の不足 とあわせて極 めて不十分
な状態である。
広島,山 口のように教育困難校ある㌔)は産炭地,同 和地区等問題性のある学校,地 域へ
の配置,徳 島のように市の補導センターに配置 してい るケース等注 目される0今 後の構想
の中には,年 次計画によって教育相談担当指導主事の配置 を望み(島 根),国 ・県に対 しこ
れら生徒指導担当教諭を定数枠外で措置できるように努力 した り(広 島),小 学校における
児童指導の強化を推進 しようとす る動 き(山口)や,さ らにはできれば各学校に生徒指導担
当の主事設置 を強 く望む(徳島)等々,主 事配置にかかわる努力とともに具体的要望 も強い。




してL>る とみたい。岡山の場合,学 校給食のはじまりは 「1911年(明 治44年)小 田郡 小 田
村学令児童保護者会によって昼食が給された」 とのこと。その意図はほかで もない 「就学



















































全員中学校に駐在,10時 間(1週)程 度の授 業を担 当し
ている。
研究指定校に配置 。 このほか 小学校8,中 学校36(教 育 困
難校)配 置。
39年 度,教 育事務所,市 教委 に配置。40宏41年 度,産 炭




4市 補導 セン ターに6名 の指導 主事配置。
教育事務所,学 校地区,研 究指定校 に配置。
生徒の生活 指導。研究推進校に配置。41年 度22名 を所属
郡市内の生活 指導 にあてる。,
生活指導 に関する業務。
奨 励 」 の た めで あ った とい う(岡 山県教委)。
学 校社 会 事 業 の一 ケ ー スが こ こに み られ る
とい う もので あ る。 つ ぎ に,主 と して辺 地
の た め給 食 で き なL>学 校 が,160校(中 学148)
あ る こ と も見 の が せ ない 事 実 で あ る俵10)。
ま た給 食 単 価 は県 に よ って わ ず か ず つ 差
が み ら れ る(表11)が,最 高(岡 山)と 最 低
(香川)で は7.36円 の ち がい とな ってv>る の
で あ る か ら問題 視 しなL>わ け に は い か な
い 。r安 くて栄 養 に 富 む もの」 が 学 校 給 食
表10無 給 食 校 数
岡山 香川 山 □ 広島 熊 本
(DO(900
93.6%91.881.478.174.2
鳥 取 大 分 徳 島 長 崎 島 根
○のの①0
73.265.654.839.538.2
図2完 全 給 食 校 の 割合
小 学 校 昭和41年 度
(昭和41年 度,小 学校)
各県教委調べ
則 劇 姻 喇 長崎1大分1鳥取i劇 細 剛 訓 計
校 数 43 3325 25 17 9 5 2 1 0
160
の モ ッ トーで あ る とす るな らば,こ れ に 「ど こで も同 じ費 用 で」 とい う平 等 性 を加 えた い
もので あ る。
e.養 護 教 諭 の学 校配 置 に も地 域 差 が み られ,現 実 は満 足 で き る状 態 とは い え なL>。























































科学性等が,特 殊学級未設置 と関連 し
て存在すると考えられる。 また,特 殊
教育費 の ひとりあた り予算(42年 度)
を比較してみると最高16,000円,最 低
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1 18 587 8i1.4
316 562 0 0
437 1551 12 o.s
618 756 0 0
811 368 0 0
116 121 1 o.s
136 163 1 0.6
148 129 0 0
168 250 8 3.2
1716 184 31.5
1816 92 4 4.3
1916 97 0 0
207 225 5 2.2
2117 226 0 0
2214 53 0 0
23111 205 29 14.2
242 37 0 0






















た ものは 「パンのおL>し さ」,「原材料の価









「船 便 の た
め 前 日 作
製,し け ど
きな ど欠 航 のた め カ ビの生 え た パ ンが ち ょい ち ょv>ま じっ
て くる」(長崎 ・黄島小)な ど輸 送 上 の 問 題 もみ ら れ る。 ま た
完 全 給 食 につ い て は 「ミル クだ け な の で 完 全 給 食 を して も
らい たい 」(香 川 ・佐柳小)と い う希 望 もあ れ ば,「 完 全 給 食
の声 あ る も,施 設 ・物 資 購 入 等 ほ とん ど不 可 能 」(大 分 ・大
島小)と い っ た消 極 面 もみ られ る。
学 校 給 食 の 普 及 充 実 は国 家 的課 題 で あ るが,そ の た め に
こ そ学 校 栄 養 士 の充 足 化 も急 が れ な け れ ば な らない の に 表
15で み る とお りで あ る。 最 高 ・最 低 の地 域 格 差 は34.1%と
大 きU>。
d.辺 地 枝 に は養 護 教 諭 は ほ とん ど配 置 され て お らず,子 ど
もの 健 康 安 全 につ い て は だ れ が 管 理 す るの か とい う問題 を
































































提 示 してL>る 。
養 護 教 諭 につ い て は既 に県 教 委 対 象Pで,そ の配 置 に地 域 差 が み られ,現 実 は満 足 で き
る状 態 で な い こ とを指 摘 した。
この 調 査 で は 山閥 の僻 地,島 し ょ部 に お け る養 護教 諭 の配 置 は ほ とん ど ゼ ロに等 しい こ
とが わ か っ た(中 小都市 部ではほとん どの学校に配 置 されてい るのに,山 間島し ょ部では15校 の うち
わずカ>2校)・ この事 実 と子 ど もの健 康 安 全 と を関 連 づ け て み る と,1週 問 の事 故 比 率 〔(1
週 間の事故児童数の計)÷(全 児童数 ×6日)×100〕 は,中 都 市 部1.7%,小 都 市 部o.s%,山
間 部0.5%,島 し ょ部0.8%と い う結 果 を得 た。 問題 は学 校 生 活 の な か で 病気 にか か っ た り
け が を して も,そ の 手 当 て をだ れ が す るのか とい う こ とで あ って,こ の 意 味 か ら も養 護 教
諭 の 早 急 な る'充実 が 望 まれ る。
愛 媛 大 唐 津教 授 は 「現 状 で は や は り,養 護 教 諭 の必 置 促 進 が 喫緊 の 問題 で あ る。 と に も
か くに も養 護教 諭 は 保 健 管 理 の 専 門 職 で あ るか らそ の設 置 な く して保 健 管 理 を軌 道 に のせ
る こ とは で きなL>。 学 校保 健 法成 立 の際 の両 院 の付 帯 決 議 か らい って も,政 府 は 国民 に対
して 必置 促 進 の 義 務 を負 うてU>る の で あ るが そ の た め に は力 強L>教 育 運 動 が展 開 され な け
れ ば な らない 。」(註8)
ま た千 葉 市 新 宿 小 坂 本 養 護 教 諭 に よれ ば,よ く先 生 が たが 「養 護 の先 生 がい ら っ しや ら ・
ない と子 ど もが け が をす る。〕とお っ しや る。 養 護 教 諭 が い る時 で もけ が は してv>る の で あ
るが,目 だ たず に処 置 さ れ てい るの で あ る。 た ま た ま 出か け た あ とで事 故 が お こ り
,学 校
申 が て んや わ ん や の さ わ ぎ を起 こす こ と もあ るの で,先 生 がL>な い と心 配 で 。」 とい う こ
と に な り,養 護 教 諭 がv>な い あ とで 事 故 が あ った り仕 事 が で き た りす る と女 の先 生 に そ の
しわ よせ は い く。=千 葉 県 で は養 護 教 諭 の兼 務 制 が 採用 され てL>る=養 護 教 諭 の配 置 され
てい な い 学 校 で は教 師 お よ び児 童 ・生 徒 の 受 け るマ イ ナス は 大 きL>
。1校1名 の養 護 教 諭
の設 置 こそ 大 切 な こ とだ と思 う。(註9)と 設 置 必 要 を説 く
。
養 護 教 諭 必 置 問題 は こ と さ ら に 目新 しL>も の で は ない 。 第13回 全 国 学 校 保 健 大 会(昭 ,
38.11熊 本市)は,大 会 宣 言 に10項 目 の実 現 要 請 事 項 を決 議 した が
,そ の第2項 に 「養 護…教
諭 の必 置 の 促 進 と資質 向 上 な ら び に養 成 機 関 の 増 設 を要望 す る。」 を あ げ てL>る
。(註10)
e.学 校 医 の数 は 辺地 にL>く 程 少 な く,し か もそ の 多 くは 校 区 外 に居住 す る とLaう 現 実 が み
られ る。




を離れるほど減ってお り,し か も,対 象校
のうち小都市1・ 山間部2・ 島 しょ部3の
無医地区学校のあることがわかった。この
事実は 「校区外にいる校医の割合 」とも関
連 して辺地が高率 を示してL>る のである。
こうした実態 を県教委段階では適確に把
一 一_















握 してい ない(実 態把握 をしていたのは11県 の うちわずか3県)。 県 教 育 行 政 に み ら れ る 「きめ
の こまか さ の欠 け る こ と」 これ も問題 視 され る で あ ろ う。
f.う 歯 は早 期 治 療 が よい とい わ れ な が ら治 療 完 了 率 が20%台 で あ るの はい ろい ろ な条 件 に
よ って 阻害 され てL>る か らで あ る。
治 療 完 了 率 は同 地 域 内 で も学 校 差 が 出 てい るわ け で あ るが,何 れ に して も小 都市 ・辺 地
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の低 率 が 目立 つ 。(表17)
治 療 が 計 画 どお り進 め られ て い る の は ご くわず か で都 市
部 の多 くは 家 庭 の無 関 心 を あげ なが ら も,夏 休 み に治 療 を
す す め る学 校 が 多 い 。 こ れ に対 し辺 地 で は通 院 に 時 間 が か
か りす ぎ る こ と,貧 困 等 の 条 件 が 治 療 を 困難 に し てL>る
(事例1.医 師まで徒歩 で10時 間 トラック便 乗3時 間,夏 に赤十字
治療班1回 くるの み。事例2.医 師まで海上25㎞,船 便1日1～2
回,集 団治療 も夏休みに1回 だけ。父兄は医師に不満 を もつ)。 し










島 し ょ部 で は100%が1校
(長 崎 ・黄 島 小)あ り,こ
れ を除 外 す る と10.9%と な
る。
め,治 療 のための宿泊費 ・交通費がか さばる)を 克 服 して100%の 治 療 完 了 率 を あげ てL>る の は
注 目 され る。 黄 島小 は児 童 数 わ ず か37と い う小 規模 校 な の に養 護 職 員 が 配 置 さ れてLaる 。
この事 例 が 我 々 に教 え る もの は何 か,そ れ は お の ず か ち 明 白で あ ろ う。 何 れ にせ よ離 島 に
おい て は 多 くの場 合,治 療 機 関 を本 土 に求 あ な くて は な ら なL>現 状 な の で あ っ て,離 島振
興 法 の完 全 適 用,完 全 実 施 を ま つ の ほ か は な い 。(註11)
な お,こ れ は単 に う歯 治 療 に とど ま らず,す べ て子 ど もの健 康 を保 持 増 進 し よ う とつ と
め るな ら ばそ の根 底 に,子 ど もの健 康 をあ ず か る専 門 職 員 と学 級 担 任 との緊 密 な るチ ー ム
・ワー クが 必 要 で あ るこ とはい うま で もな い こ とで あ るO
g.遊 び場 は 中 都 市 で は い ちお う確 保 され てい る もの の さ らに設 置 希 望 も多L>。 小 都 市 以 下
に あ って は過 半 数 の学 校 が遊 び 場 を も って い なL>。
遊 び場 の広 さ も決 して じゆ う分 とは い え なL>。 こ れが 島 し ょ部 に な る とな お狭 く大 分,
大 島小(161名!な ど学 校 の グ ラウ ン ドで さ えわ ず か360m2,児 童 ひ と りあ た り・2・2m2に
す ぎず文 部 省 基 準13.3m2に は は るか に及 ぱ なL>。
島 し ょ部 の子 ど もの生 活 に つ い て 民 俗 学 の宮 本 常 一一氏 は,「 長 崎 県 五 島 列 島 福 江 島 の北
側 に姫 島 とい う小 さい 島 が あ る。 家 は15,6戸 もあ ろ うか 。 そ この 中 学 生 の書 い た作 文 がU>
つ まで も私 の頭 か ら き えなL>。 『島 に は小 中校 合 併 の小 さL>学 校 が あ り20人 に足 らなp生
徒 がL>る 。子 ど もた ちの 楽 しみ は野 球 だ が,運 動 場 が せ ま くまた 海 が 近 い の でバ ッ トは左
手 に持 ち,球 が遠 くへ 飛 ば なL>よ うに す る。 も しボ ー ル が 海 へ 落 ち る とア ウ トとい う こ と
に な っ てL>る(後 略)』 どい った よ うな た め息 に も似 た作 文 で あ る(註12)。 とい ってい る。
遊 び場 の 設 置 希 望 につ い て は1校 平 均3～4か 所 を求 めて い るが,土 地 ・予 算 等 の 問題
が横 た わ って 実 現 を阻 ん でL>る とv>う の が 現 実 の姿 で あ る。
「上 房 郡 賀 陽 町 の 山本 とい う10数 戸 の 小 部 落 にお か あ さ ん達 で作 った子 ど もの遊 び場 が
あ る。約170m2の 広 場 の周 囲 に は金 網 が め ぐら され 木 小 屋 が修 理 され た20m2ば か りの
集 会 室 も あ る。 ま こ と に簡 素 な遊 び 場 で は あ るが,集 会 室 は土 間 で,壁 にそ って 長 椅 子 が
配 置 され,中 央 の大 机 は ピ ン ポ ン台 に も使 わ れ る。 壁 に は子 ど もの作 晶 の 絵 や 習 字 が 貼 っ
て あ り,一 隅 に は型 は古 い が ス トー ヴ も置U>て あ って 母 親 達 の心 づ か い が あ ら わ れ て い
る。」(註13)と い っ た,地 域 社 会 の 人 々 の善 意 が 結 実 した例 もあ るが,も っ と も関 心 を示
す で あ ろ う と思 わ れ た地 域 社 会 福 祉 協議 会 の,遊 び場 設 置 に対 す る働 きか け は ほ と ん ど な
され てL>な い とい う状 態 で,こ の 組 織 と地 域 の子 ど もの く ら し と は具体 的 に ど の よ うな か
か わ りあL>を も ってL>る の だ ろ うか と疑 問視 せ ざ る を得 ない 。
h.地 域社 会 福 祉 協 議 会 の 大 半 は学 校 教 育 問題 を と りあ げ る こ と な く,ま た と りあ げ た と し
て もそ れ は具 体 性 に 乏 しい 。
調 査 に よ っ て得 られ た 回答 は わず か に37%。 そ れ も,交 通 安 全 ・青 少 年 の健 全 育 成 ・不
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良化防止 ・家庭における遊びの指導 ・部落子 ども会 の育成 ・家庭教育学級の設立 ・明るL>
社会 といった,全 国どこにでも共通するようなスローガン的な事項に終わってい る。一部
に 「教育相談の積極的方策」のような特色的問題 もみられるが,全 般的に具体性に乏しく
てL>わ ゆるその地域の特性が出ていない のである。例えぼ,
094%の 子 どもが長期出かせぎの父親をもつ愛媛 ・日振島小等では留守家庭の問題 をど
う考えたらよLaのか。
○ 遊び場 をもたず,し かも5か 所の設置を希望す る鹿児島 ・亀山小等では,こ の問題 を
具体的にどう考 えようとするのか。
○ ミルク給食から完全給食 を希望する香川 ・佐柳小等ではどうしたら完全給食が実現で




具体的なかぎっ子対策をもっているのは2校 だけで あ った。(し かしそのための特別な職
員配置はしていない)
かぎっ子問題 は今日におv>て は,単 に貧困,欠 損家庭のみの問題ではないよ よ う に思
う。む しろ中流以上の共働き家庭に問題化 された事象が多い。その背景にある主 として経
済本位の物の考えかた,そ れに進学本位の教育観が児童への愛情を変形させつつあること
に注目しなければならなLaで あろう。施設や人 を得るためにどうするか とい う形のうえで
の問題 もさることなが ら,「 かぎっ子」 を本質的にどう処遇するのが よL>のか とい うこと
で検討される問題が多い ように思 う。
」.懇 談を要す る父兄の来校が少ない とい うのはどこの学校で、もみられる傾 向 の よ う で あ
る。
ほとんどの学校が,参 観 日等に 「懇談を要する父兄」の欠席に頭 を痛めてい るようだ。
来校の少ない父兄 をタイプ別にすると,○ 両親とも働 き,○ 子 どもの教育に無関心,
○ 学校まかせ等に大別 されよう。 「数年前までは島民の間に,漁 師に勉強はい らない」
とい う考えがあ り,子 どもは学校に任せておけぼよい とい う遅れた意識 につな が っ てL>
た。 とに角島全体 をひっくるめた,そ うした意識の改善や教育の環境づ くりが先決。」 と
広島県のある離島校長(呉 市情島小)は 指摘す る。また,「PTAの 問題は,会 合の出席者
が少数で一部のみに限られる傾向のあることで,学 校側でぜひ来て もらいたい と思 う父兄
は会合にほとんど出席せず,教 育にじゆ う分理解 をもち協力する父兄のみが出席 して,出
席会員は一部の者のみに固定 し大部分の会員はほとんど会合に出席せず,し かもその出席




学 級 担 任 外 で,児 童 福 祉 部 門 を担 当 し,学 級 担 任 どの 連 絡 をは か りな が ら指 導上 の 各 種
資 料 を提 供 す る専 門 職 員 存 在 の必 要 性 につL>て は表18が 示 す よ う に80%が 認 め てい る。
「認 め なLa」 の うち 「一 般 的 に は認 め る」 とい うの が2校,ほ か に2校 が小 規 模 校 を理
由 に認 め てい ない 。 ま た 「認 め る」 の な か に は 「しか し,学 校 と して は これ よ り もっ と他
の面 で 欲 しい 人 員 が た くさ ん あ る」(佐賀 ・赤松 小)と す る現 実 論 もあ る(こ れは特殊学級担任
教諭は もとよ り,養 護教諭,図 書館司書教諭,栄 養士,事 務職員,用 務員等それに教科面 における専
科教員の充足 もし くは増員を切望 してい る もの と解 してよいで あろう)。
82 社 会 学 部 論 叢
何れに して も20校(80%)が 認めてLaる 事実は注目に値
するし,こ のことは多 くの学校がそれぞれの地域性に根ざ
したところの 「子どもの福祉 をめ ぐる諸問題」をかかえて
い ることを物語るものである。
この調査は,以 上のように実に多 くの示唆に富む貴重な
資料 を提供 して くれたし,こ れによって学校社会事業の必














1,学 校社会事業にかかわる実態把握が適確になされてヤ)なか ったり,ひ とつの見 とおし
をもった基本計画 に不備な面がみ られる。 ・
2.専 門的部門にみられる教育行政は各県段階で個別的に行なわれていて,共 通の基準性
といったものが見たらず,教 育の地域格差を招来 した主因をなしている。




5.辺 地校ほど教育条件にめぐまれず,子 どもの福祉に関 して多くの問題 をか か え てい
る。
6.学 校 と地域社会福祉協議会との連絡提携 もスムーズに行なわれているとはい え な い
し,学 校教育に視点をおL>た 地域社会福祉協議会の活動はほとんどみられなL>。
7.多 くの学校が,子 どもの福祉部門 を担当する専門職の存在を願ってL>る。






は高L>効 率 をあげるにちがLaな い。ところが現実の
多 くのそれは,こ れまでみてきたような悪条件に阻
害されて狭小 な関連領域 しか もたなv>(図3)。 関連
しあわない部分は何か。これこそ問題領域なのであ
る・基本的な教育計画 をもったにせよ子 ども集団と 憫 連領域が小さい。
教育条件が結びつかないほどに閤題領域 は大 きい 図3教 育活動の現実的様相
(図4)。 既に冒頭において指摘 したところの 「教育の欠損的現象」,それが実は問題領域をうず
めつくすのである(表19)。 そしてこのア,イ 両様にクローズァップされた問題は,極 めて形式
的でクールな教育活動の表皮に,学 校社会事業のメスを入れることによって明 らかにされたも
のである。
ここで 「欲求不満 ・意欲低下等がもたらす不安定な,家 庭 ・学校生活」や,「 教育行政の関




一 「社会福祉 の立 ちお くれのなかの教育」 の実像一




表19教 育活動にお ける問題領域(教 育の欠損的現象)
ア 阻害 されたすがた
単に学 力の個人差だけの問題 ではな くて
(1)精 神医学 の立場か らの身障児 の問題
(2)人 間科学の立場か らの人 間関係の問題。
(3)経 済的不安 としての貧困の問題。
(4)健 康安 全をおびやか され る病 気,治 療
困難,災 害 の間題。
(5)健 全な家庭生活 を阻害 す る家族欠損 の問
題。
特別の教育 を受 け られ ない。











一 追 っか け行政の貧 困現象 としての
(1)人 的環 境 の 問 題 。
(2)教 育 施 設 の 問 題 。
(3)'文 化 的 遅 滞 か ら くる後 進 性 の 問 題 。
(4)生 活保護の制限の問題。
(5)登 下校における安全確保の問題。
(6)子 ど もの校 外生活に対す る指導の限界 性
の問題。
子 どもの心身の健康 を保全 ・促進 するため,
の 各種専門職員の不足 。











もた らす地域格差 ・教師の負担 増
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か,そ こに学 校社 会 事 業 の必 要 が 認 め られ る。
ち な み に,学 校 社 会 事 業 家 に関 係 す る問題 の タ イ プ は,ル ー ス ・ス モ ー リ ィー(RuthSmニ
ally)に ょ る と 「子 ど もた ち は,教 育 期 間 を通 じて よい 機 会 にす る た め に,欠 乏 を表 明 す るだ
れ に で も好 意 的 な援 助 を必 要 とす る。(1)課 程,学 科 の失 敗 者,(2)反 社 会 的,攻 撃 的 な 行
為,(3)引 っ込 み 後 退 す る行 為,(4)奇 異 な,社 会 的 にみ て 好 ま し くない 等 を あ げ る。 行 為,
(5)ず る休 み,(6)病 気,怠 慢 の た め に 自然 の活 力 の不 足,な ど に つい て 。」(註15)等 をあ げ
てい る。r
こ こに と りあげ られ た 問題 は表19に 包 括 さ れ るが,問 題 の質 とL>う 点 で注 目に 値 し よ う。
さて,現 実 の教 育 体 制 の もつ欠 陥 をほ りお こ し,教 育 効 果 を高 め教 育 体 制 そ の もの を改 善 し
ょ うとす る と ころ に学 校社 会 事 業 の領 域 が 存 在 す る(図5)。 学 校 社 会 事 業 は教 育 条 件 の 整 備
等,教 育 行 ・財 政 に まつ と こ ろが 大 きい ので,こ れ と並 列 的 に相 互 作 用 しあ う もの で は ない か
と考 え る。 た とえ ぼ,近 年 教 育 行 政 施 策 の,あ るい は 関連 施 策 の な か に 「子 ど もの 福 祉 」 が と
り入 れ られ る よ うに な って きた が,こ う した施 策 の背 景 に,ま た具 体 的 な学 校 教 育体 制 の なか
で 学 校 社 会 事 業 の成 果 を反 映 させ た り,あ るい は学 校 社 会 事 業 の活 動 を期 待 す る とい う意 味 で
の 相 互 作 用 で あ る。
「県勢振興 の基本方針(抄)」=昭 和38年3月 策定e教 育の振興,第1節,学 校教育(4)へき地教育の振興,
山間部,島 し ょ部な どのへ き地の教育 の振興 をはか るため,へ き地性解消のための総合的施策 を講 じつつ,
可能 な限 り適正規模への学校統合 を促進 す るとともに,学 級編成 および教職 員配置 につい て特別の考慮 を払
い,こ れが改善充実をはか る。また,児 童生徒 の通学 の便 をはか るため,通 学 バス,通 学船 の設置 を促進 す
表20学 校社会事 業の内容 とS.S.Wの 活動
学校社会鰈 の醯SSWの 活動例1留 意 点
1.主 と して ソー
シ ア ル ・ア ク
シ ョンに 関 す
る もの
2.主 として ケ ー
ス ・ワー クに
関 す る もの
3.主 として グ ル
ー プ ・ワー ク
に関 す る もの
4.主 と し て コ ミ
ユ ニ テ ィ 。オ
ー ガ ニ ゼ ー シ
ョ ン に 関 す る
もの
○各行政機 関に,子 ど もの
福祉 に関す る教育条件整




○閊題児 の発 見,そ の 対
策。
○問題性 を もつ集団の発 見
とその対策。













































学者,養 護 教職員等 との
連携。




る。:(5)特殊教育 の振興,本 県には特殊 教育の対象 とな る,肢 体 不自由者,精 神 薄弱者 および身体虚 弱者が相
当数 いる もの と推定 されてい るので,教 育の機 会均等の立場か ら養護 学校 ,特 殊学級の設置 を促進 す る。ま
た,盲 ろ う学校について も,入 学希望者の推移 を考慮 して増設をはかる。(註16)
こ こで,学 校 社 会 事 業 は具 体 的 に どの よ うな事 業 内容(実 践対象)を もつ ので あ ろ うか
,ま た,
これ とあ わ せ て学 校 社 会 事 業 家(S・S・W)の 活 動 も当 然 考 え られ な け れ ぼ な らない
。
わが 国 の学 校 社 会 事 業 の あ りか た に視 点 をおい た 試 案 が 表20で あ る
。
以 下 各 機 能 につ い て述 べ て み たv>。
1.ソ ー一シア ル ・ア ク シ ョン。
広 く地 域社 会 の 啓発 活 動,文 化 運 動,立 法 化 運 動 等 子 ど もの 福 祉 に必 要 な この 社 会 活 動 はか
な り計 画 的 に,長 期 に わた っ て の努 力 が 望 ま れ る。
働 く国民の教育要求 はい うまで もな く生活要求の一つの側面であ り,生 活権 ・労働権 と結 びついた教育
権 として存在 してい る ものなのであ る。だか らその生活や労働 の変化 は,当 然その教育 要求 に も変化 を生
み出さずにはおか ない。 それはまず,地 域開発による生活破壊が進行す るなかで,生 活 防衛 とかかわって
教育費の父母負担の増大に対す る軽減 や反対運動 としてあ らわれる。
千葉ではPTAの 学校援助費3・000万円を公費 として教育予算に組 ませる運動 を起 こし成功 してい る
。 ま
た,地 域開発が大規模に進 め られている京葉地帯の船橋 では,物 価 高 ・生活難のなかで教育補助獲得運動
となってあ らわれてい るし,ま た,若 い共働 きの夫婦が 増大す るなかで,保 育所設置運動が母親集団によ
って根強 く続 け られ てい る。(註17)
こ こで もっ と も留 意 しな けれ ぼい け なLaこ とは,地 域 行 政 施 策 にお け る教 育 不在
,教 育軽 視
で,こ れ は学 校社 会 事業 に重 要 な影 響 をお よぼ す もの とい え る
。
日向市では,工 場誘致の教育への先行投 資 として,屋 内体育館を45年 までに8校(す でに5校 建 設 ず
み)完 成す るとい うので,地 区内の就学 家庭 に3,000円,未 就学家庭に1 ,500円税外負担 を課 して問題化 し
てい るし,同 市 の代表的なA中 学では 「その学校予算 は40年 度712 ,000円であったのが,41年 度 は216,000
円 とい う削減 ぶ りで ある。そ して驚 くべ きことにPTA予 算 は63α391円 ,そ の他学校協力費 として836,724
円・体育大会選手派蹟 として242.305円,合 計 ・・709,420円を父母に負担 させてい る
。」(註18)な どの事
例 は 明 らか に経 済 開 発 優 先 が,教 育 軽 視 を招 来 した もの と して注 目 しな けれ ば な らない
。
2.ケ ー ス ・ワ ー ク。
問 題 児 の早 期 発 見 が,何 よ り も まず 重視 され な け れ ば な らない 。
非 行 要 因 は極 めて 多 い(表21)。 ま た教 育 心 理 学 ・小 見 山栄 一 氏 に よ る と,学 業 不 振 の要 因 に
,
(1)身 体 的 ・生 理 的 要 因,(2)知 的要 因,(3)社 会 ・情緒 的 要 因
,(4)教 育 的 要 因,(5)環 境
表21非 行 要 因(兵 庫県にお ける調査36年)
(家庭上の要 因)
1.経 済的面 経 済的 「上位」 と 「貧困」
2.保 護者 ・家族面一一 「欠損」 と 「複 雑」
3.教 育的関心面 「放任」 と 厂保護過剰 ・過干渉」
(生育上 の要因)
1.住 居 面 「たびたびの転居」 と 「せまさ」
2.差 別 面 「同和地区」 「第3国 入」 「家族 内」な どにおける差別や偏 見
3.友 人関係面 「友人 ・先輩の悪影響」
4,長 欠 面 厂全欠」 と 「その他の長欠」
(本人 自身の要因)
1.学 業遅滞怠学面 厂精神薄弱 ・怠学」 など
2.身 体 的欠陥面 「肢体不 自由 ・感 覚器障害 ・言語障害」 など
3.性 格上の欠 陥面 「と くに 目立った性格上の欠陥」な ど
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的要 因 を あげ て い る。 こ の うち環 境 的要 因 につ い て は,
児童 の安定感の要求をみたして くれない ような環境不和な家庭環境か ら,直 接 的には学校や学級が望 ま
しい状態にない とい うよ うな場合が ある。 ことに,狭 い教室に数10名 も一緒にお り,指 導す る教師は1名
のみで あるとい うようなこ とを考 えてみる とき,口 に教育の個別化が叫 ばれて も,実 際問題 としてはひ と
りひ とりの子 どもの面倒をみるとい うことは,か な り困難 な事情にある。 この ような ことに対する責任 は
すべて学校 にあるとい うわけで はない。社会 の経済的能力,教 育 に対す る理解 と熱意 とい うよ うな社会聞
題に まで展 開す る もので あろう。
と指 摘 す る。 こ う した 学 習 環 境 こそ 子 ど もの心 を虫 ば む もの で あ る こ と を,関 係 者 は認 識 す
る要 が あ る。
一 般 に学 校 は,「 自分 の学 校 か ら問題 児 の 出 る こ と」 を極 端 に き ら う。 問 題 児 の 早 期 発 見 が
重視 さ れ な け れ ば な ら なLaこ とは理 解 して お きな が ら,
児 童生徒 の非行問題は,で きる限 りうちわで措置 しよ うとい う学校が多 く,専 門的な治療が施 されない
まま,か えって問題 を大 き くす る傾 向が あるとい う。 このため治療 機関で ある広島県中央児童相談所は,
問題児が発見 された場合,双 方が連絡 を密 にして,早 期治療 をす る必要性 を説 き,学 校側が外 見などに こ
だ わ らぬ よう要望した(註19)と い う事 例 もあ る。 この 事 実 を もって して も,早 期 発 見 ・ そ の
治療 等,多 くの 困 難 が あ るこ と を知 る。
3.グ ル ー プ ・ワー ク
単 に子 ど もを集 団 と して形 式 的,一 斉 的 に指 導 す る とい う こ とで は な くて,ほ ん と うに子 ど
もの 福 祉 を願 お う とす るな らば,そ こに子 ど もの 自主 的集 団 活 動 を,社 会 性 の高 揚 を 経 験 さ
せ,体 得 させ る こ とに主 眼 をお か な くて は な ら ない と考 え る。
家 庭 に お け る核 家 族 化 と相 ま って家 庭 は こわ れ やす くな っ た とい わ れ る。 しか し子 ど もに は
罪 は なL>。 この現 代 社 会 にお け る家 庭 の もろ さが,一 面 で は社 会 の 手 で 児 童 福 祉体 制 を う ち た
て よ う とす る考 え を生 ん だY_も い え る。 マ イホ ー ム主 義 だ け に責 任 を もつ の で は な く,社 会 全
体 の 子 ど もに対 して重 責 をに な うお とな の社 会 の確 立 とい う こ と に な る。
・ か ぎ っ子 は もと よ り,親 の責 任 だ け で は ど うに も な ら ない 環 境 の子 ど もに対 して は もち ろ ん
社 会 福 祉 ・児 童 福 祉 の政 治 の 手 で 解決 され なけ れ ば な ら ない 。 しか しそ の た め の法 律 や諸 制 度
が完 備 さ れ た と して もな お そ こに は,現 実 に 不 適 合 な状 態 の生 ず るの は 当然 で あ る。 欧 米 の 先
進 国 で は これ を ボ ラ ン タ リー ・サ ー ヴ ィスで 埋 め てい る。 と こ ろが わ が 国 で は 制度 的 に 未確 立
の ま ま奉 仕 精 神 を婦 人 団 体 やPTAに お おLaか ぶ せ てい る。 こ こに実 は 子 ど もの 福 祉 活 動 の あ
い まい さや 限 界 が あ る の で は なL>だ ろ うか 。 だ か ら とい って,目 前 の 不 在 状 態 の 子 ど も達 を,
政 治 の貧 困,制 度 の不 備 等 を理 由 に放 置 して ぢ くわ け に は い か ない 。
調 査 に よ る と,か ぎ っ子 対 策 は 「ない 」,「検 討 中 」 が 多 か った け れ ど も,こ こ に社 会 教 育 事
業 の一 環 と して,子 ど もの 健 全育 成 をめ ざす か ぎ っ子対 策 を考 え た事 例 につ い て そ の 目 的指 導
方 針 をみ る こ とに し よ う。
(目 的)
第1条 この 留 守家 庭 児 童 会(以 下 「児童会」 とい う)は,下 校 後 保 護 者 が家 庭 にい ない小 学
校 児 童 を対 象 に,社 会 教 育 事 業 の一 環 と して児 童 の生 活 指 導 を行 ない,健 全 な育 成 を は か
る こ と を 目的 とす る。
(指導方針)
第2条 留 守 家 庭 児 童 の現 状 を理 解 して,個 別 的 ・集 団 的 に行 な う もの とす るが,実 施 の 方
針 はつ ぎの とお り とす る。
(1)家 庭 及 び社 会 生 活 を営 む う えで 必 要 な基 礎 的 的生 活 習 慣 の習 得 を は か る。
(2)望 ま しL>人 問 関 係 の 助 長,互 助 協力 の 態 度 を通 じ道 徳 性,社 会 性,自 主 自立 の 精 神 を
学校社会事業に関する一考察 87
か ん 養 す る。
(3)家 庭 的 な人 間 関 係 の 重 要 性 を認 識 させ る と共 に家 庭 的 雰 囲気 の 中 で,豊 か な情 操 のか
ん養 をは か る。
註,「 広島県安芸郡坂町留守家庭児童会管理規程」 より。 実施主体 は坂町教育委員会,管 理 者は学校長,
指導員は留 守家庭児童の育成指導 について熱意を もち,教 育 ・社会教育主事 の資格 を有す る もの,PTA
青少年団体等社会教育 関係 団体に おい て指導者 としての経験 を有す る ものの申か ら2名 を教育委員会が
委嘱する。 この学校は15学 級,504名 で,留 守家庭児童 は176名,34.9%に あたる。
今 後 さ ま ざ まな 形 の 「不 在 っ子 」,「昼 間 孤 児 」 が あ らわ れ て くる こ と も予 想 で き る。 そ う し
た社 会 変 化 の 中 で 学 校 と家 庭 は新 しい 提 携 を必 要 とす る よ う に な って き た とい え よ う
。
4.コ ミ ュニ テ ィ ・オ ー ガ ニ ゼ ー シ ョ ン
そ の地 域社 会 に お け る子 ど もの 福 祉 計 画 が 具 体 的 に,そ の地 域 性 や子 ど もの生 活 現 実 と密 着
す る よ うな配 慮 を もっ て た て られ る と こ ろ に,学 校 社 会 事 業 の方 法 上 の特 質 と意 味 が あ る。
そ の地 域 に お け る社 会 的 ニ ー ドを解 決 す るた め に 計 画 を た て社 会 資 源 をそ れ に調 整 す る過 程
と して認 め られ る もの で あ るか らそ の コ ミュニ テ ィに 子 ど もの福 祉 にか か わ るど の よ うな ニ ー
ドが あ るのか 明 らか に しな け れ ぼ な らな い 。(調 査で は地域社協で と りあげる教育問題が なか った り,
あって もそれは具体性の乏しい もので あった。)
つ ぎ は広 島 県 下 にお き た事 例 で あ る。
埋 立てが盛んな宮島の対岸,佐 伯郡廿 日市町で,ダ ンプ カーが通学足 をビ ュン ビュンとばすので 小申学
生約200人 は2学 期か ら農道 を通 り始めた。 しか し,こ の"農 …道通学"の ため車 両通行禁止の危険 な踏切
を2か 所 も渡 らなけれ ばな らず学校や父 母たちを心配 させている。(中 略)し か し,こ の道には国鉄
,広
電 の2つ の踏切があ り,し か も道幅1.5m前 後の農道踏切に は警報機,開 閉機 など安全設備がない
。 こど
もた ちは,川 をへ だてて鳴 る県道側の警報機 に注意 しなが ら登下校 しなければな らないが,見 通 し が 悪
く,警 報機が鳴って も上下線いずれが接近 してい るのか判 断がつかない。 そ こで朝の登 校時間 ぎりぎ りに
駆 けつ1ナる子 どもた ちは川向 こ うの警報機が鳴 って もつっ走 ってしま うとい う危険 き。
児童200人 が危険な"農 道踏切"を 渡 っている平良小は,PTAに よる誘導や,集 団登校で上級生に リ_
ドさせ る・ な どの安全策を検 討中だが廿 日市署 も 「通学路 をダンプコースにす るなど,全 く非常識。子 ど
もの安全を守るた め早急に町,県 土木事務所 と対策 を練 る」 とい っている。(註20)
この 事 例 にお け る地 域 住 民 の ニ ー ドは歴 然 と してい る。 そ れ な の に地 域 社 会 福 祉 協 議 会 の名
が見 られ なLaの は ど う した こ とだ ろ うか。 要 す るに地 域 社 会 福 祉 協 議 会 は,こ う した ニ ー ド吸
収 を行 な って い ない の で は ない か と思 わ れ る。 ニ ー ドを集 約,分 析 の うえ,こ れ を組 織 だ て そ
の実 現 をは か るた め,科 学 的 ・専 門 的 な立 場 か ら組 織 的 に活 動 す る と こ ろ に
,こ の 機 能 の技 術
的価 値 や 社 会 資 源 開 発 ・提 携 の意 義 が あ る とい う もの で あ る。
以 上 の 活 動 を積 極 的 に進 め るの にS.S.Wが 必 要 で あ る こ とは異 論 を また なva。 彼 の活 動 例
は表20に 示 した とお りで あ るが,み て わか る よ うに非 常 に広 範 な領 域 を も って い る
。 と こ ろが
学 校 社 会 事 業 推 進 の た め のS.S.Wは 制度 化 をみ てU>な い 現 実 で あ る。学 校社 会 事 業 の 必 要 な
こ とは既 に 冒頭 に おLaて 指 摘 したが,遺 憾 な こ とに教 育 界 に お い て さ え,「 学 校社 会 事 業 」 と
い う こ とば は 専 門用 語 と して 広 く理 解 され てL>な い し,一 般 社 会 におい て は な お の こ と市民 用
語 と して も普 及 さ れ てい なL>。
こ こ で は そ う した用 語 問 題 は と も角 と して,調 査 で も明 らか だ った よ うに,多 くの学 校 が子
ど も の福 祉 を担 当 す る職 員 を必 要 と して て・る事実 に注 目 したL>。 ま た,去 る昭 和36年12月 末 の
青 少 年 問 題 協 議 会 の分 科 会 報 告 は,
現代社会のい ろいろな組織機構,社 会福祉の機構は現在の ままで果たしてよろしいか,例 えば児童相談
所 ひ どつをとってみて も今 の施設設備で はどうして もだ めで ある。 もっと何かがあるので はな い だ ろ う
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か。精神薄 弱の特殊施設に入れ る前の,何 か もっと共通した社会的 な施設が必要で はないだ ろ うか。家庭
におい て もほん とうに子 どもを教育す るだけの力がない。学校 は学校で,東 京の ようにいろいろな専門 な
カウンセラーをおかれ てい るところは別 として,地 方農漁村では ほとん どそ うい う学校内で の専 門の位置
づけが ない。子 どもの教育は先生まか せ,何 か ある と全 部学校が悪いんだ とい った,先 生がたにオーバー
な責 任をか けてい る。(中 略)こ うしたことで,こ れか らの学校機能はいいのか。1,000人 中のひ とりの
子 ど もは救 えて も,私 ども学校の教育の機能で解決で きない子 どもはい ったいだれが これか らや ってい く
のか。家庭の親子 関係の危機が叫ばれ,学 校教育に も危機が ある。 そ うい った子 どもたちはい ったい ど う
なるのだ。 よってここに特別 な意味において。 ソーシ ャル ・ケー ス ・ワーカー(専 門的な立場の人)が い
て,こ うい う問題 を統合してやってい くような形 をと らない ことには,い まの よ うにいたる ところで青少
年 聞題 は大切だ といいなが ら,中 途半端な ことで ひとつ も徹底 してい ない。(後 略)(註21)
と述 べ てL>る 。 こ う した見 解 に も着 目 したv)。
形 式 にか か わ る教 育 条 件 の 整 備 をは か るい っ ぽ うで,日 本 的 な学 校社 会 事 業 の 確 立 を 目 ざ し
たS.S.W設 置 の早 期 実 現 を強 調 し,期 待 す る もの で あ る。
註1.広 島県 教 職 員 組 合 編 「親 と子 と教 師 の 願 い 」P・136
2.ElizabethA.Ferguson"SocialWork‐AnIntroduction"P.254.1963
3.持 田栄 一 他 編 「学 校 経 営 の現 代 化 」P・314
4.上 田千 秋 著 「現 代児 童 福 祉 論 」P・30
5.ElizabethA.Fergusonop,citP.251.252'
6.小 学 館 「日本 百 科 大 事 典」P・509
7.Eii.zabethA.Fergusonop,citP.253
8。 東 山 書 房 「健 康 教室 」No233P・15
9.同 上P.72.74
10.同 上 「健康 教 室」No.175P.15
11.離 島振 興 法(昭,32,法 律第159号e6次 改 正 諏)第4条(離 島 振興 計 画 の 内容)4,住 民 の福
祉 向上 の た め に 必 要 な 教育,厚 生 及 び 文 化 に 関す る諸 施 設 の 整 備 。
12.宮 本常 一 著 「日本 の離 島」P.9
13.岡 山県 広報 協 会 編 「お か や ま」1967年5月 号P.41
14.海 後 宗 臣 編 「学 校 の社 会学 」P.220
15.ElizabethA.Fergusonop.citP.256
16.広 島 県 教 育 委 員 会 編 「教育 行 政 資 料 」1967年PP・8～14
17.橋 爪 貞 雄 他 編 「現 代教 育 社 会 学 の課 題 」P・279
18.橋 爪 貞 雄 他 編 前 掲 書P.274
19.中 国新 聞 昭,42.7.6
20.毎 日新 聞 昭,42.9.17(広 島版)
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●1～5,県 庁 所在地 の 中心校 、6～12,人 囗5万 程 度 の鉄 道沿 線小都 市校 、13～19,山 間 の僻 地校,20～27,離 島振
●こ こに集約 した ものは,調 査項 目のす べてで は ない。 考察 の対象 として問題視 される もの を整 理 した
●表 中,空 欄 は0あ るい は無答 で あ る。
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関 す る基 本 調査 」
一一
20 ⑳ 22 23 24 25 26 調 査No.

















































































主 と して,治 療 が 計
画 ど お り進 め られ て い








24 487 62 12.7
高学年帰宅 おそ し、よほど苦痛 がないと治
療 せず。夏休みを利用 して治療 をすすめる。
1 21 44 65 3 500 2 X 1
19 456 279 61.2 114) 8 36 44 i 50 2 0 O 2
39 326 178 54.0
治療 に力 を入 れて いる。 (4) 15 i 16 1 1000 5 0 0 X 3
97 1335 92 6.8
親 の無関心
学校と しても反省。




74 326 42 13.0夏休 みにすすめる。 215) 3 58 61 2 500 3 X 交 通 安 全 X O 5
38 647 73 11.3
う歯治療は学校 として計画 どお り実施 して
いる。 4 30 34 5 iOOO 5 X 0 0 6
30 210 0 0 夏休み にすすめる。 (2) 1 8 9 2 X 交通安全(事 故防止) X
一
〇 7






11.0家庭、関心が うすい・ (3) 2
X
2 2 X 安全を守 る。 明るい社 会。 0 0 9
74 834 60 6.2 夏休みにとくれい・ i 31 57 88 X 0 10
26 91 62 68.1
治療 カー ド配布、PTA会 合で啓蒙。
1 4 4 8 2 X 0 X 11
259 357 123 34.3
.















69.0低 学年ほど熱心。受け もちの関心度 による。 (!!
x





が治療 を許 さない。 1 1
X
2 7 200 X O 0 16
41 143





1 3500 i X
1.不 良化防止。


























2 2 200 1 X
非行防止の対策。





とで きない。 (2) 8
2
X












14 3 X 0 0 23
2 35 35 100.0
離島、僻地のため治療のための宿泊費・交
通費などかさばる。 2 75 X 家庭教育学級の設立。 0 0 24
未だ検診せず、歯科医なし。全員う歯保有
者。





も夏休みに1回 だけ。父兄は医師に不満をもっ。 3 3
x




3 x 0 0 27
10等 には、調査児i
校 名1,2,3,4,6,× 印 が あるの は 、養護 職 員不 在校。
41年
度
o内数字
は通
.学路
.要安
全対
策か
所。
42年6月5日
より6月10日
までの間
×印…養護職
員不在数
面積は平方
メー トル
○は
有 り
×は
無 し
○は
有り
×は
無し
0は 認め
る。
×は認め
ない。
備
考
童数と、在籍児童
数との間にズレが は・治療が計画 どおりすすめ
ある。 られている学校。
興法の適用を受けている離島辺地校

